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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第３四半期連結
累計期間

第56期
第３四半期連結

累計期間
第55期

会計期間
自平成29年 4月 1日
至平成29年12月31日

自平成30年 4月 1日
至平成30年12月31日

自平成29年4月 1日
至平成30年3月31日

売上高 （千円） 63,237,572 66,511,451 82,339,912

経常利益 （千円） 2,558,006 2,757,214 3,081,635

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,704,878 1,925,081 2,072,227

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,888,508 1,976,830 2,252,987

純資産額 （千円） 24,957,148 26,747,828 25,321,537

総資産額 （千円） 47,595,945 49,871,616 45,527,291

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 88.27 99.68 107.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.44 53.63 55.62

 

回次
第55期

第３四半期連結
会計期間

第56期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成29年10月 1日
至平成29年12月31日

自平成30年10月 1日
至平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 35.82 38.29

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、基本的には堅調に推移したものの、海外情勢の不安定化を受け

て、今後の先行きについては相変わらず不透明な状況にあります。

当社グループの主要顧客である流通・食品加工業におきましては、競争の激化や個人消費の伸び悩み、人件費等の

コストの上昇の他、各地で発生した自然災害の影響もあり、業界を取り巻く環境は相変わらず厳しいものとなってお

ります。

このような中、当社グループにおきましては、地域密着型営業を基本としながら、新規エリアや新規顧客の開拓、

既存顧客の深耕を進めてまいりました。また、積極的に市場の要望に応えながら「食の流通を支える」、「食の安全

安心に貢献する」さらに「買い物の楽しさや食品のおいしさを演出する」という当社グループの機能を発揮するため

に、お取引先への商品・企画の提案や情報提供に努めてまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

① 財政状態

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ43億44百万円増加し、498億71百万円と

なりました。これは主に、受取手形及び売掛金24億91百万円増加、商品及び製品14億71百万円増加によるものであ

ります。

負債は、前連結会計年度末に比べ29億18百万円増加し、231億23百万円となりました。これは主に、支払手形及び

買掛金31億77百万円増加によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ14億26百万円増加し、267億47百万円となりました。これは主に、利益剰余金13

億74百万円増加によるものであります。

② 経営成績

当第３四半期連結累計期間での業績は売上高665億11百万円(前年同期比5.2％増)、営業利益26億15百万円(同7.7％

増)、経常利益27億57百万円(同7.8％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益19億25百万円(同12.9％増)となりまし

た。

当社グループは「包装資材等製造販売事業」の単一セグメントであるためセグメント情報は記載しておりません。

また、実質的に単一事業のため、事業部門別等の記載も省略しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成30年10月～12月）における連結損益の主要項目は、下記のとおりとなって

おります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成29年10月 1日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成30年10月 1日
至　平成30年12月31日）

対前年比率

区分 金額（千円） 金額（千円） （％）

売上高 22,423,439 23,767,637 106.0

売上原価 18,484,692 19,538,834 105.7

売上総利益 3,938,747 4,228,802 107.4

販売費及び一般管理費 2,966,269 3,164,627 106.7

営業利益 972,478 1,064,175 109.4

営業外収益 58,075 60,603 104.4

営業外費用 4,595 10,769 234.4

経常利益 1,025,958 1,114,009 108.6

特別利益 － － －

特別損失 － － －

税金等調整前四半期純利益 1,025,958 1,114,009 108.6

法人税等 334,212 374,455 112.0

四半期純利益 691,746 739,554 106.9

親会社株主に帰属する四半期純利益 691,746 739,554 106.9
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(2) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成31年2月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,973,920 20,973,920
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 20,973,920 20,973,920 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年10月1日～

　平成30年12月31日
－ 20,973,920 － 1,690,450 － 1,858,290

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,661,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,304,300 193,043 －

単元未満株式 普通株式　　　8,420 －
一単元(100株)未満

の株式

発行済株式総数 20,973,920 － －

総株主の議決権 － 193,043 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,300株含まれており

ます。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数23個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱高速
仙台市宮城野区

扇町七丁目4番20号
1,661,200 － 1,661,200 7.92

計 － 1,661,200 － 1,661,200 7.92

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 関東支社長 取締役 関東支社長 小原　純一 平成30年6月21日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月1日から平成30

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年4月1日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年3月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,381,830 9,339,890

受取手形及び売掛金 ※ 13,667,623 ※ 16,159,309

商品及び製品 3,653,426 5,124,461

仕掛品 77,156 85,132

原材料及び貯蔵品 116,990 152,580

その他 123,604 183,482

貸倒引当金 △30,836 △29,354

流動資産合計 26,989,795 31,015,503

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,832,744 4,866,817

土地 9,610,822 9,584,565

その他（純額） 1,141,536 1,368,486

有形固定資産合計 15,585,103 15,819,868

無形固定資産   

その他 155,504 140,247

無形固定資産合計 155,504 140,247

投資その他の資産   

投資有価証券 1,806,256 2,026,094

長期貸付金 14,925 7,241

投資不動産（純額） 298,999 295,755

繰延税金資産 399,399 301,498

その他 301,097 289,670

貸倒引当金 △23,790 △24,263

投資その他の資産合計 2,796,887 2,895,997

固定資産合計 18,537,495 18,856,113

資産合計 45,527,291 49,871,616
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年3月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 16,216,452 ※ 19,394,122

未払法人税等 577,166 454,378

賞与引当金 432,688 241,645

その他 1,350,511 1,469,173

流動負債合計 18,576,818 21,559,321

固定負債   

長期未払金 48,230 45,870

リース債務 302,711 320,040

繰延税金負債 621,195 550,536

退職給付に係る負債 602,861 589,253

その他 53,937 58,768

固定負債合計 1,628,935 1,564,467

負債合計 20,205,754 23,123,788

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,690,450 1,690,450

資本剰余金 1,858,290 1,858,290

利益剰余金 22,680,337 24,055,005

自己株式 △1,354,736 △1,354,861

株主資本合計 24,874,341 26,248,883

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 446,243 497,569

退職給付に係る調整累計額 952 1,375

その他の包括利益累計額合計 447,195 498,944

純資産合計 25,321,537 26,747,828

負債純資産合計 45,527,291 49,871,616

 

EDINET提出書類

株式会社高速(E02850)

四半期報告書

 9/15



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年 4月 1日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年 4月 1日
　至　平成30年12月31日)

売上高 63,237,572 66,511,451

売上原価 52,047,666 54,673,156

売上総利益 11,189,906 11,838,295

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 1,426,505 1,520,681

給料及び手当 3,528,089 3,746,177

賞与引当金繰入額 169,363 193,175

退職給付費用 87,992 76,259

のれん償却額 18,258 －

その他 3,530,871 3,686,539

販売費及び一般管理費合計 8,761,082 9,222,832

営業利益 2,428,823 2,615,463

営業外収益   

受取利息 90 2,692

受取配当金 31,327 30,284

仕入割引 67,672 73,321

受取賃貸料 40,224 39,853

その他 30,811 25,862

営業外収益合計 170,126 172,012

営業外費用   

支払利息 127 －

賃貸収入原価 14,017 12,533

その他 26,798 17,727

営業外費用合計 40,943 30,260

経常利益 2,558,006 2,757,214

特別利益   

投資有価証券売却益 － 163,660

受取補償金 5,230 －

特別利益合計 5,230 163,660

税金等調整前四半期純利益 2,563,236 2,920,875

法人税等 858,358 995,794

四半期純利益 1,704,878 1,925,081

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,704,878 1,925,081
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年 4月 1日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年 4月 1日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 1,704,878 1,925,081

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 182,278 51,325

退職給付に係る調整額 1,351 423

その他の包括利益合計 183,630 51,749

四半期包括利益 1,888,508 1,976,830

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,888,508 1,976,830
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を第１四半期連結

会計期間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。
 

 
前連結会計年度

（平成30年3月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 304,283千円 330,280千円

支払手形 1,773,672 1,626,553

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年 4月 1日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年 4月 1日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 506,367千円 522,085千円

のれんの償却額 18,258 －

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成29年4月1日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年5月19日

取締役会
普通株式 260,725 13.50 平成29年3月31日 平成29年6月22日  利益剰余金

平成29年11月10日

取締役会
普通株式 270,380 14.00 平成29年9月30日 平成29年12月1日  利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年4月1日　至　平成30年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年5月18日

取締役会
普通株式 270,379 14.00 平成30年3月31日 平成30年6月22日  利益剰余金

平成30年11月16日

取締役会
普通株式 280,034 14.50 平成30年9月30日 平成30年12月3日  利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成29年4月1日　至平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成30年4月1日　至平成30年12月31日）

当社グループは「包装資材等製造販売事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年 4月 1日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年 4月 1日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益 88円27銭 99円68銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,704,878 1,925,081

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
1,704,878 1,925,081

普通株式の期中平均株式数（株） 19,312,935 19,312,756

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　当第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間終了後四半期報告書提出日までの間に、配当について行

われた取締役会決議の内容

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

 平成30年11月16日　取締役会決議 280,034 14.50
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成３１年２月１３日

株式会社高速

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀬戸　卓　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村　大輔　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高速
の平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成３０年１０月１日
から平成３０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成３０年４月１日から平成３０年１２月３１日ま
で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書
及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高速及び連結子会社の平成３０年１２月３１日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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